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入間東部地区消防組合の共同処理する事務の変更及び規約の変更に 

ついて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、平成３０

年４月１日から、入間東部地区消防組合の共同処理する事務にし尿及び浄化槽汚泥の

収集、運搬及び処理に関する事務並びに火葬場及び斎場の設置及び管理に関する事務

を加え、同組合規約を別紙のとおり変更することについて、議決を求める。 
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提 案 理 由 

入間東部地区消防組合で共同処理する事務にし尿及び浄化槽汚泥の収集、運搬及び

処理に関する事務並びに火葬場及び斎場の設置及び管理に関する事務を加え、同組合

規約を変更することについて協議したいので、地方自治法第２９０条の規定により、

この案を提出します。 

  



 

入 間 東 部 地 区 消 防 組 合 規 約 の 一 部 を 変 更 す る 規 約 

 

入間東部地区消防組合規約（昭和４５年指令地第１７４２号）の一部を次のように

変更する。 

題名を次のように改める。 

入間東部地区事務組合規約 

「第１章 総則」を削る。 

第１条を削る。 

第２条中「組合は」を「この組合は」に、「入間東部地区消防組合」を「入間東部

地区事務組合」に改め、同条を第１条とする。 

第３条中「もつて」を「もって」に改め、同条を第２条とする。 

第４条中「の各号」を削り、同条に次の２号を加える。 

(3) し尿及び浄化槽汚泥の収集、運搬及び処理に関する事務 

(4) 火葬場及び斎場の設置及び管理に関する事務 

第４条を第３条とし、第５条を第４条とする。 

「第２章 議会」を削る。 

第６条第１項を削り、同条第２項を同条とし、同条を第５条とする。 

第７条第１項中「、議員」を「、それぞれその議会の議員」に改め、同条第２項中

「終わつた」を「終わった」に改め、同条を第６条とする。 

第８条の見出し中「任期」を「議員の任期」に改め、同条第３項中「なくなつた」

を「なくなった」に改め、同条を第７条とする。 

第９条の見出しを「（議員の補欠選挙）」に改め、同条第２項中「第７条第２項及

び第３項」を「第６条第２項及び第３項」に改め、同条を第８条とする。 

「第３章 執行機関」を削る。 

第１０条第３項中「もつて」を「もって」に改め、同条を第９条とする。 

第１１条の見出しを「（管理者及び副管理者の任期）」に改め、同条を第１０条と

し、第１２条を第１１条とする。 

第１３条第２項中「任命する」を「管理者が任免する」に改め、同条を第１２条と

する。 



第１４条第１項中「消防吏員その他」を削り、同条を第１３条とする。 

第１５条第３項中「、組合の議員としての」を「組合の議員としての」に、「、４

年」を「４年」に改め、同条を第１４条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（経費の支弁方法） 

第１５条 組合の経費は、組合のそれぞれの事業により生ずる収入その他の収入を

もって当該事業ごとに充て、なお不足があるときは、当該事業ごとに組合市町の負

担金をこれに充てるものとする。 

２ 前項に規定する組合市町の負担金の割合は、次のとおりとする。 

(1) 共通経費（次号から第４号までに掲げる経費を除く経費をいう。） 

ア 均等割 ２０％ 

イ 人口割 ８０％ 

(2) 第３条第１号及び第２号に掲げる事務に係る経費 

ア 均等割 ２０％ 

イ 前年度普通地方交付税に係る消防事務に要する基準財政需要額割 ８０％ 

(3) 第３条第３号に掲げる事務に係る経費 

ア 均等割 ２０％ 

イ 人口割 ５０％ 

ウ 処理人口割 ３０％ 

(4) 第３条第４号に掲げる事務に係る経費 

ア 設置に係る経費 

(ｱ) 人口割 ８０％ 

(ｲ) 組合市町割 ２０％ 

イ 管理に係る経費 人口割 １００％ 

３ 前項第１号イ、第３号イ並びに第４号ア(ｱ)及びイに規定する人口割の人口は、

前年の１０月１日現在において住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の定め

るところにより住民基本台帳に記録されている者の数とする。 

４ 第２項第３号ウに規定する処理人口割の人口は、前年の１０月１日現在における

処理人口とする。 

５ 第２項第４号ア(ｲ)に規定する組合市町割は、富士見市及び三芳町にあってはそ

れぞれその４分の１を、ふじみ野市にあってはその４分の２を負担するものとする。 



第４章を削る。 

附則第１項に見出しとして「（施行期日）」を付し、同項中「地方自治法」の次に

「（昭和２２年法律第６７号）」を加え、「あつた」を「あった」に改める。 

附則第２項に見出しとして「（経費の支弁の特例）」を付し、同項中「第１６条」

を「第１５条」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、次項から附則第４項ま

での規定は、埼玉県知事の許可のあった日から施行する。 

（負担金の割合の特例） 

２ 組合の経費に係る負担金の割合のうち、組合と入間東部地区衛生組合との統合に

関する経費に係る負担金の割合は、第１６条第２項の規定にかかわらず、次のとお

りとする。 

(1) 均等割 ２０％ 

(2) 人口割 ８０％ 

３ 前項第２号に掲げる人口割の人口は、平成２８年１０月１日現在において住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の定めるところにより住民基本台帳に記録さ

れている者の数とする。 

（任期の特例） 

４ 附則第１項ただし書に規定する日において組合の議員である者及び監査委員であ

る者（識見を有する者のうちから選任された者を除く。）の任期は、第８条第１項

及び第１５条第３項の規定にかかわらず、平成３０年３月３１日までとする。 

（事務及び財産の承継等） 

５ 組合は、入間東部地区衛生組合の事務及び財産を承継する。 

６ 管理者は、入間東部地区衛生組合の平成２９年度における決算を監査委員の審査

に付するものとする。 

７ 管理者は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委員の意見を付

けて組合の議会の認定に付し、その旨を埼玉県知事に報告するものとする。 

８ 管理者は、前項の規定により組合の議会の認定に付した決算の要領を公表するも

のとする。 


